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主な内容

越谷市の越谷市の

ざいせい状況ざいせい状況
〈平成27年度上半期〉



平　成　２７　年　度
市では、年2回越谷市の財政状況を公表しています。今回、公表するのは平成

 一般会計は､越谷市の行政運営の基本的な経費を中心に計上されたものです。

 平成27年度の予算額は936億1,049万円（繰越事業を含む）であり､その執行

 状況（収入･支出済額）は平成27年9月30日現在､次のとおりです。
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一般会計

一　

般　

会　

計　

予　

算　

執　

行　

状　

況

市　 　 税　 　４７.８％

県 支 出 金　 　  ５.３％

諸　収　入 　 　  ５.８％

そ　の　他　 　１８.２％

市民のみなさんに納めていただいている市民
税、固定資産税、軽自動車税、市たばこ税、
事業所税、都市計画税です。

特定の歳入のための科目ではなく、他の収入
科目に含まれない収入をまとめたもので、延
滞金や預金利子などです。

地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、
株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、
自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方
交付税、交通安全対策特別交付金、分担金・
負担金、使用料・手数料、財産収入、寄附金、
繰入金、繰越金です。

は構成比 ※金額は調整の上、１万円単位で表示しています。

歳　入

４４７億６,１００万円

予算額

収入済額

市　　　債　 　  ７.０％
建設事業などを行う際に必要となる資金を、
政府や民間の金融機関から借り入れるもので、
将来その返済が必要となります。

国庫支出金　 　 １５.９％
地方公共団体が実施する特定の事業に対して
国が交付する支出金です。

２６６億４,６００万円

６５億８,４５０万円

６５億１,０８０万円

４,５７０万円

５４億４,６５６万円

８億９,６３０万円

４９億７,８１５万円

９億８,１２８万円

１７０億３,４７２万円

１２４億６,７３８万円

１４８億７,９２６万円

地方公共団体が実施する特定の事業に対して
県が交付する支出金です。



予　算　執　行　状　況
27年度上半期（平成27年4月1日～平成27年9月30日）の執行状況です。
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一　
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予　

算　

執　

行　

状　

況

そ　の　他　 　  ６.５％
議会費、労働費、農林水産業費、商工費、消
防費、災害復旧費、諸支出金、予備費です。

は構成比

民  生  費　 　４１.９％
子どもからお年寄り、障がいのある方などの福
祉施策に要する経費で、主な事業としては、
デイサービスやホームヘルプサービスをはじ
めとする各種在宅サービス事業、保育ステー
ション事業、生活保護扶助費などが盛り込ま
れています。

歳　出

予算額

支出済額

３９２億３,７７８万円

１８０億３,１５６万円

１１０億６,６５６万円

３９億７,９７３万円

公　債　費　 　　７.８％
市債の元金、利子の償還金などです。

９３億２,５８２万円

４０億７,７８３万円

教　育　費　 　１０.０％
義務教育施設、図書館、保健体育、学校給食
などに要する経費で、主な事業としては、
小・中学校の校舎・屋内運動場等の改修、就
学援助費などが盛り込まれています。

１０１億１,２２８万円

２７億４,１９７万円

７２億８,８２９万円

３４億３,６０１万円

６１億４８万円

２７億７,９８０万円

総　務　費　 　１１.２％
庁舎管理、広報、財産管理、企画、地域振興、
交通安全対策などを含めた一般行政に要する
経費で、主な事業としては、電算関係委託料、
市民会館管理運営委託料などが盛り込まれて
います。

３９億７２８万円

１０４億７,９２８万円

衛  生  費　 　１１.８％
保健衛生、環境衛生、公害対策、ごみ・し尿
処理などに要する経費で、主な事業としては、
斎場運営事業、各検診事業、予防接種事業、
東埼玉資源環境組合負担金、病院事業会計へ
の負担金、公害分析委託料などが盛り込まれ
ています。

土　木　費　 　１０.８％
道路改良・維持、河川改修、街路や公園など
の都市基盤の整備に要する経費で、主な事業
としては、道路の新設改良、街路の整備、土
地区画整理会計繰出金、公共下水道会計繰出
金などが盛り込まれています。
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特定の事業を行う場合に、特定の歳入をもって特定の歳出に充て、一般の歳入

歳出と区分して経理する必要がある場合、一般会計とは別に特別会計を設けて

います。越谷市には、国民健康保険会計をはじめ９会計あり、それぞれの執行

状況は平成27年9月30日現在、次のとおりです。

特別会計

会計別執行状況

会　　計　　名 事　　業　　内　　容 予　算　額 収 入 済 額 支 出 済 額

国　民　健　康　保　険

後 期 高 齢 者 医 療

被保険者の疾病、負傷、出産、

葬祭に関して必要な保険給付事

業

409億9,383万円 180億3,544万円 186億1,908万円

 30億3,332万円  12億  818万円   9億5,541万円

介　　 護　　 保　 　険

東　　　　越　　　　谷
土 地 区 画 整 理 事 業

七 　左 　第  　一
土 地 区 画 整 理 事 業

西　　　　大　　　　袋
土 地 区 画 整 理 事 業

公 共 下 水 道 事 業

公共用地先行取得事業

原則65歳以上の方への必要な
居宅介護・施設介護サービスな
どの保険給付事業及び自立した
日常生活の継続を支援していく
ための介護予防事業

宅地造成を目的とする事業で、

道路、下水道、公園等の公共施

設を整備して良好な住環境をも

つ市街地を形成する事業

トイレの汚水や生活排水を処理

し、環境の向上を図ることや、

雨水を速やかに排除して浸水を

なくし、生活の安全を守る事業

ひとり親家庭の経済的な自立を助

け、生活意欲を高めるとともに、

その扶養している子の福祉を増進

するために資金を貸付する事業

将来、公共用もしくは公用に供
する用地又はその代替地として
利用する計画に基づいて用地を
取得する事業

160億1,310万円  94億7,410万円  64億9,232万円

  5億1,653万円   3億  756万円   1億  286万円

母 子 父 子 寡 婦 福 祉
資　 金　 貸　 付　 金

     6,400万円      2,507万円    1,620万円

  4億  745万円   1億8,580万円    　7,240万円

 34億6,222万円   3億8,412万円   8億2,196万円

 89億  395万円  17億6,057万円  35億8,221万円

 11億4,900万円          　0円   2億  784万円

老人保健制度から移行された新
規事業で、75歳以上又は65歳以
上で一定の障がいの認定を受け
た方への医療給付事業(各市町
村で徴収した保険料を埼玉県後
期高齢者医療広域連合に納付し、
広域連合で医療給付を行います｡)
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市債は、学校や道路、公園などを整備するために必要な資金を調達する際に発

行するもので、後年度においてその返済義務が発生します。越谷市における未

償還元金は平成27年9月30日現在、次のとおりです。なお、市債の発行にあたっ

ては、地方交付税により財政的に措置されるものを優先的に借り入れるよう努

めています。

一般会計

市債現在高の
　　　　状況

目

的

別

借
入
先
別

特別会計

目

的

別

借
入
先
別

※１　地方税を減税したことで生じた歳入の不足を補うための地方債
※２　平成9年度の地方消費税の税収が著しく落ち込んだことで生じた歳入の不足を補うための地方債
※３　国の財源不足等により減少となった地方交付税交付金を補うための地方債

財　務　省
444億5,471万円

地方公共団体金融機構
99億8,723万円

㈱ゆうちょ銀行・
㈱かんぽ生命保険
34億5,575万円

市 中 銀 行
52億9,488万円国土交通省

 1億 57万円そ　の　他
27億1,105万円

土　木　債
129億4,215万円

減税補てん債※１

臨時税収補てん債※２

臨時財政対策債※３

380億5,112万円

教　育　債
52億1,325万円

衛　生　債
27億756万円

そ　の　他
45億5,376万円

660億 419万円

財　務　省
153億4,110万円

地方公共団体金融機構
136億1,886万円

㈱ゆうちょ銀行・
㈱かんぽ生命保険
85億9,408万円

市 中 銀 行
73億2,343万円

そ　の　他
3億3,263万円

452億1,010万円

公共下水道
352億 120万円

流域下水道
39億7,788万円

土地区画整理
55億8,152万円

公 共 用 地
4億4,950万円

民　生　債
25億3,635万円
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一時借入金は、支払いに対して手持ちの現金が不足した場合に、これを補

うために短期間借り入れるもので、当該年度の出納閉鎖日である5月31日ま

でに返済しなければなりません。平成27年度上半期においては、借り入れ

及び現在高ともにありません。

越谷市の財産には、土地、建物などの公有財産と特定の目的のために設置され

た基金があり、その内容は次のとおりです。

一時借入金の
　　　　状況

財産の状況

公有財産
行政財産…庁舎や学校、保育所などの建物や敷地など

普通財産…行政財産のように直接行政目的のために供されるものではなく、その経済的

　　　　　な運営によって間接的に行政の執行に寄与することを主な目的とするもの

基金
基金は､特定の目的のために積み立て又は運用するために設けられたものです。現在8

の基金を設置しており、各基金の平成27年9月30日現在額や設置内容は次のとおりです。

本　　 庁　 　舎

その他の行政機関

公 共 用 財 産

 消　防　施　設

 そ の 他 の 施 設
（学校給食センター等）

 学　　　　　校

 公　営　住　宅

 公　　　　　園

 そ の 他 の 施 設
   （地区センター等）

　　 小　　　　　　　　 計

普　　　通　　　財　　　産

合　　　　　　　　　　　計

行
　 

政
　 

財
　 

産

（平成27年9月30日現在）

   15,990㎡
   25,348㎡
   74,233㎡
  966,220㎡
   22,226㎡
  918,705㎡
  342,283㎡
2,365,005㎡
  117,489㎡
2,482,494㎡

 22,212㎡
 10,035㎡
 30,030㎡
322,024㎡
 10,542㎡
  5,098㎡
169,989㎡
569,930㎡
 10,689㎡
580,619㎡

区　　　　　　　　　　　分 土 　地 　面　 積 建 　物 　面 　積

財政調整基金

15億4,643万円
災害復旧等の不時の支出

増や経済事情の変動等の

予期しない収入減などに

備えるための基金　　　

国民健康保険の保
険給付費支払基金

20万円
国民健康保険の保険給付

費支払金の不足額に充て

るための基金　　　　　

土地開発基金

25億円
公用又は公共用に必要な土

地をあらかじめ取得し、事

業の円滑な執行を図るため

の基金　　　　　　　　　

越谷しらこばと基金

9億4,700万円
快適で魅力的なふるさと

づくりに活用するための

基金　　　　　　　　　

公共施設等整備基金

18億円
公共施設等の整備のため

の基金　　　　　　　　

高速鉄道等整備基金

9,693万円
新たな高速鉄道や鉄道関

連施設の整備を推進する

ための基金　　　　　　

介護保険給付費
準備基金

8億2,488万円
介護保険事業に要する費

用の不足額に充てるため

の基金　　　　　　　　

国民健康保険出産
費資金等貸付基金

1,001万円
高額療養費及び出産に要

する費用を貸し付けるた

めの基金　　　　　　　



平成２６年度決算状況

一般会計

平成26年度の事業期間（平成26年4月1日～平成27年3月31日）が終了しましたので、一般会計
及び特別会計の決算状況を報告いたします。

歳入決算額は､936億8,695万円で､予算額に対して100.7％の収入､前年度決算

額に比べ4億6,459万円増となりました。

一方､歳出決算額は､902億2,388万円で､予算額に対して97.0％の執行となり

ました。各種福祉施策の充実や､市民生活に欠かせない都市基盤整備などに

努めました。

８

市　　　税

国庫支出金

市      債

県 支 出 金

諸　収　入

そ  の  他

合　　　計

４５３億５,７００万円

１４１億４,７５０万円

　７３億３,１２０万円

　５３億５,２７２万円

　３９億３,４６０万円

１６８億６,９７４万円

９２９億９,２７６万円

４６７億４,８４９万円

１３２億７,３１８万円

　７２億８,２１０万円

　５１億１,７０５万円

　３９億９,１９１万円

１７２億７,４２２万円

９３６億８,６９５万円

　４９.９％

　１４.２％

　　７.８％

　　５.５％

　　４.３％

　１８.３％

１００.０％

予　　　算　　　額 決　　　算　　　額 決算額構成比
　　　　区 分
款 別

歳　入

民　生　費

総　務　費

土　木　費

衛　生　費

教　育　費

公　債　費

そ  の  他

合　　　計

３９０億３,１３６万円

１０９億３,３０５万円

１０１億６,８６５万円

１００億２,６６０万円

　８９億８,０４０万円

  ７７億７,０３０万円

　６０億８,２４０万円

９２９億９,２７６万円

３８０億６,９９６万円

１０６億２,２３０万円

　９８億７,３４４万円

　９７億３,８３０万円

　８７億５,５７７万円

　７７億５,６７１万円

　５４億　 ７４０万円

９０２億２,３８８万円

　４２.２％

　１１.８％

　１０.９％

　１０.８％

　　９.７％

　　８.６％

　　６.０％

１００.０％

予　　　算　　　額 決　　　算　　　額 決算額構成比
　　　　区 分
款 別

歳　出



９

歳入決算

93,686,954,218円

市税
46,748,490,068

49.9％

歳入・歳出の状況

歳入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

その他
21,266,129,045

22.6％

国庫支出金
13,273,183,050

14.2％

市債
7,282,100,000

7.8％

県支出金
5,117,052,055

5.5％

　　　　　　　　　　　　　　本年度　　　構成比

繰越金　　　　　　　    4,351,547,468  　　4.6

諸収入　　　　　　    　3,991,914,289　　　4.3

地方交付税　　　　　　　3,520,678,000  　　3.8

地方消費税交付金　　　　3,098,321,000  　　3.3

繰入金　　　　　　　　　2,095,012,000  　　2.2

分担金及び負担金　　　　1,267,654,259  　　1.4

使用料及び手数料　　　　　992,985,809  　　1.1

地方譲与税　　　　　　　　682,853,012  　　0.7

配当割交付金　　　　　　  358,306,000 　 　0.4

地方特例交付金　　        293,799,000  　　0.3

株式等譲渡所得割交付金　　219,473,000 　 　0.2

自動車取得税交付金　　　　133,377,000  　　0.1

財産収入　　　　　　　    125,000,504  　　0.1

利子割交付金　 　          79,030,000  　　0.1

交通安全対策特別交付金　 　48,489,000  　　0.0

寄附金　　　　　　　　　 　 7,688,704　　　0.0

その他の内訳

市税

国庫支出金

市債

県支出金

その他

歳出決算

90,223,881,825円

民生費
38,069,955,459

42.2％

歳出　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：円

　　　　　　　　本年度　　　構成比

消防費　　　3,111,040,142　　  3.4

商工費　　　  735,872,661 　　 0.8

議会費　　      536,732,546 　　 0.6

農林水産業費　　496,418,038 　 　0.6

諸支出金      467,220,344 　 　0.5

労働費　　　　 60,123,563 　　 0.1

災害復旧費　　　　      0 　　 0.0

その他の内訳

民生費

総務費

土木費

衛生費

教育費

公債費

その他

総務費
10,622,303,858

11.8％

衛生費
9,738,297,233

10.8％

土木費
9,873,439,609

10.9％

教育費
8,755,769,645

9.7％

公債費
7,756,708,727

8.6％

その他
5,407,407,294

6.0％



特別会計
行政をより円滑に､かつ効率よく進めるために特別会計を設置し､それぞれの

事業目的にそった執行を行いました。

国  民  健  康  保  険

後 期 高 齢 者 医 療

介　　護　　保　　険

東越谷土地区画整理事業

七左第一土地区画整理事業

西大袋土地区画整理事業

公 共 下 水 道 事 業

公共用地先行取得事業

　　合　　　　　計

３６８億４,６４２万円

　２８億９,１１５万円

１５８億７,７７４万円

　　４億１,５８６万円

　　３億５,０５２万円

　２５億１,９０６万円

　８０億８,３２９万円

　  ４億６,６００万円

６７４億５,００４万円

３７３億１,７２０万円

　２８億３,４９２万円

１５８億６,４７６万円

　　４億１,６７３万円

　　３億５,１１９万円

　２１億　　３９万円

　７８億７,４０３万円

　  ４億６,３４４万円

６７２億２,２６７万円

３６１億１,２３７万円

　２７億８,８０３万円

１４８億５,２１０万円

　　２億　 ３２９万円

　　２億２,４７８万円

　１９億７,０５６万円

　７３億８,０１３万円

　  ４億６,３４４万円

６３９億９,４７０万円

予　　算　　額
決　　算　　額　　　　　　　　　　 区　分

会 計 名 歳　　　　　入 歳　　　　　出

市税の状況

市　民　税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

事 業 所 税

都市計画税

特別土地保有税

  合　　計

２２１億　 ６００万円

１７６億９,０００万円

　　２億４,６００万円

　２３億５,０００万円

  　６億６,３００万円

　２３億　 ２００万円

  　　　　　　　 ０円

４５３億５,７００万円

２２９億１,６５８万円

１７９億８,９３７万円

　　２億７,８０３万円

　２４億７,３１０万円

  　７億３,４７８万円

　２３億５,６６３万円

  　　　　　　　 ０円

４６７億４,８４９万円

　６８,４７１円

　５３,７４９円

　　　 ８３１円

　　７,３８９円

　　２,１９５円

　　７,０４１円

　　　　　０円

１３９,６７６円

２３９億２,２０３万円

１８４億２,９５３万円

　　２億９,４３２万円

　２４億７,３１０万円

  　７億３,８４８万円

　２４億１,７０９万円

  　　　（１０７万円）

予　算　額
　　　  区　分

税  目
調 定 額 佳 収入済額加

徴収率
（加／佳）

決算額
構成比

市民１人当たり
負　担　額

   ４８２億７,４５５万円
（４８２億７,５６２万円）

　９５.８％

　９７.６％

　９４.５％

１００.０％

　９９.５％

　９７.５％

　 　（０％）

　４９.０％

　３８.５％

　　０.６％

　　５.３％

　　１.６％

　　５.０％

　　 　０％

１００.０％   ９６.８％
（９６.８％）

※（　 ）内は、徴収猶予分を含む。人口334,693人（平成27年3月31日現在）
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記載金額は表示単位未満を四捨五入して表示しているため、合計と一致しない場合があります。



市債現在高の推移

一般会計の市債現在高のうち､教育施設や道路などの整備事業に充てる通常債は減少傾向にありますが､国の財

源不足等により発行する特例債（臨時財政対策債､臨時税収補てん債､減税補てん債の合計）は増加しています。

一般会計現在高推移
臨時財政対策債

臨時税収補てん債

減税補てん債

通常債

臨時財政対策債
臨時税収補てん債
減税補てん債
通 　常 　債

25年度19年度 20年度 21年度 22年度
3,390,737
   41,376
  367,569
3,074,434

26年度
3,631,594
   31,352
  270,915
2,970,435

24年度23年度

2,018,829
   88,490
  918,483
4,102,059

2,237,311
   79,455
  811,741
3,727,297

2,589,937
   70,229
  702,658
3,353,417

2,869,790
   60,811
  592,289
3,242,633

3,141,714
   51,194
  480,600
3,144,004

1,905,024
   97,340
1,021,387
4,455,257

単位：万円

特別会計現在高推移（区画整理・公共用地・公共下水）

区画整理

公共用地

公共下水

区 画 整 理
公 共 用 地
公 共 下 水

25年度19年度 20年度 21年度 22年度
  557,931
   20,600
4,379,530

26年度
  581,761
   65,550
4,114,528

24年度23年度

  446,483
   81,144
5,386,223

  498,212
   61,116
5,227,071

  527,811
   41,088
5,047,964

  545,186
   57,860
4,833,723

  556,873
   37,818
4,616,431

  415,160
  101,172
5,527,489

単位：万円
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８００

７００

６００

５００

４００

　　０

　億円

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成25年度 平成26年度平成24年度

７００

６００

５００

４００

　　０

　億円

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成25年度 平成26年度平成24年度

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～



健 全 化 判 断 比 率 等 の 公 表
「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に基づき、健全化判断比率等の指標を公表します。

（単位：％）

健全化判断比率
　平成26年度決算により算定した各指標の数値は、次のとおりです。いずれ
の指標も法令に定められた早期健全化基準を下回り、健全と言える結果にな
りました。

※「一般会計等」とは、一般会計に特別会計の一部を加えたものです。
※「標準財政規模」とは、通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもので、標準税収入額等に
　 普通交付税、臨時財政対策債発行可能額を加算した額です。
※ 黒字の場合は「－」で表示していますが、実質赤字比率は△6.37％、連結実質赤字比率は△15.59％とな
　 っています。

越谷市の数値 ― ―  9.0  65.9

早期健全化基準 11.25 16.25 25.0 350.0
財政再生基準 20.00 30.00 35.0

指　標　名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率
一般会計等の実質赤字
が、標準財政規模に占
める比率

市のすべての会計を対
象にした実質赤字が、
標準財政規模に占める
比率

一般会計等が負担する
市債の元利償還金及び
準元利償還金が標準財
政規模に占める比率

一般会計等が将来負担
すべき実質的な負債
（市債の現在高、債務
負担行為に基づく支出
予定額の一部など）の
標準財政規模に占める
比率

市が建設事業などのため
に借りたお金（借金）の
残高

２年以上にわたる長期間
の契約などによって支出
が決まっているもの

土地開発公社が解散した
場合に市が金融機関など
に対して保証する額

市債の現在高

　債務負担行為
に基づく支出予
定額

　土地開発公社
の負債額等負担
見込額

平成24年度　　平成25年度　 平成26年度　　

7,421,210

  971,581

  652,755

7,239,635

1,245,311

  714,224

7,300,495

1,134,658

  683,326

（単位：万円）

将来負担比率の算定にかかる
｢将来負担すべき実質的な負債｣の推移（主なもの）

12

平成24年度 平成26年度

15.0

14.0

13.0

12.0

11.0

10.0

 9.0

 8.0

 7.0

 6.0

 5.0

 4.0

実質公債費比率の推移

◆ ■ ▲越谷市 県内市町村平均 全国市町村平均

※各指標の平成26年度県内市町村及び全国市町村平均の数値は速報値のため、今後変動する場合があります。
※実質公債費比率は平成17年度から算定されています。

％

▲

◆

■

10.2

9.2

6.6

平成25年度

▲

◆

■

▲

◆

■

9.7

8.6

6.1

9.0

8.0

5.4

平成24年度 平成25年度

140.0

120.0

100.0

 80.0

 60.0

 40.0

 20.0

  0.0

将来負担比率の推移

■ ▲ ×越谷市 県内市町村平均 全国市町村平均

％

▲

■
83.1

×
60.0

41.4

平成26年度

▲

■
74.4

×

▲

■

×

51.0

34.2

65.9

45.8

31.5

（億円）
 1,200

 1,000

   800

   600

   400

   200

     0
平成24年度　平成25年度　平成26年度
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主な財政指標

地方公共団体の財政基盤の強弱
を表す指数で、普通交付税を算
定する際に用いる、基準財政収
入額を基準財政需要額で割った
数の過去３か年の平均値を指数
として用いたものです。単年度
で指数が｢１｣以上の場合、その
年の普通交付税は交付されませ
ん。つまり、１に近い、あるい
は１を超えるほど財源に余裕が
あるものとされています。越谷
市の場合は、全国平均より上位
に位置しています。

財政力指数

人件費や公債費など毎年度経常
的に支出する経費が、地方税な
ど、毎年度経常的に収入される
一般財源の総額に占める割合。
個人の生活にたとえれば、毎月
の給与のうち、どの程度が日常
の消費支出や住宅ローンなどの
返済に充てられているかの割合
です。比率が高いほど財政の弾
力性に欠けるとされており、越
谷市の場合は全国平均より低い
比率になっています。

経常収支比率

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

1.000

0.900

0.800

0.700

0.600

0.500

0.400

0.300

財政力指数の推移
◆

■

▲

◆

■

▲

◆ ■ ▲越谷市 県内市町村平均 全国市町村平均

0.969

0.852

0.550

0.951

0.831

0.530

◆

■

▲

0.930

0.801

0.510

◆

■

▲

0.907

0.775

0.490

平成26年度

◆

■

▲

◆

■

▲

0.908

0.772

0.490

0.914

0.774

0.490

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

100.0

95.0

90.0

85.0

80.0

75.0

70.0

65.0

経常収支比率の推移

◆ ■ ▲越谷市 県内市町村平均 全国市町村平均

％

■
▲

◆
■▲

◆
87.3

91.8
90.2

83.0

89.2

87.8

■
▲

◆
85.3

（単位：％）

資金不足比率
　一般会計等に属さない公営企業会計における資金の不足額が、事業の規模
に占める比率です。平成26年度決算による算定では、公営企業会計における
資金不足は生じていません。

※ 資金剰余の場合は「－」で表示していますが、東越谷土地区画整理事業費会計は△248,187.2％、七左
　 第一土地区画整理事業費会計は△289.3％、公共下水道事業費会計は△12.0％、病院事業会計は△20.4％
　 となっています。

　平成20年度決算からは、それぞれの指標の数値が、早期健全化基準（財政再生基準）を上回った場合は、
財政健全化計画（財政再生計画）を定めることが義務付けられています。同様に、公営企業会計については、
経営健全化基準を上回った場合は、経営健全化計画の策定が義務付けられています。

特別会計名 東　　 　越　　 　谷
土地区画整理事業 公共下水道事業 病 院 事 業

越谷市の数値 ― ― ―
経営健全化基準 20.0

七　左　第　一
土地区画整理事業

―
20.0 20.0 20.0

90.3
89.7 ■

▲

◆
85.8

平成26年度

■
▲
◆

■
▲
◆

88.8

90.5

88.9

92.1
91.3

90.7
90.2 90.2
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貸借対照表（バランスシート）

　４つの財務書類からみた越谷市の財政
　　　　　　　　　　　　　（平成２６年度決算版）

（表示単位：百万円）

※表中の数値は、表示単位未満で四捨五入しているため合計が一致しない場合があります。

　平成26年度末時点において、越谷市単体および第三セクター等を含めた連結ベースで市の資産がどれだけあり、その資産
をどのような財源（負債・純資産）でまかなってきたかを一目で分かるようにしたものです。左側に「資産」を表示し、右側に「負
債」および資産と負債の差額である「純資産」を計上しています。
　貸借対照表から越谷市の財政状況を見ますと、将来世代の負担といえる「負債」に対し、これまでに整備された「資産」が約
４倍あり、財政の健全性は十分確保されているといえます。

越谷市単体 連結 越谷市単体 連結

（１） 863,61175,8金資 （１） 公債（短期） 11,400 12,559

現金・預金など
公債残高のうち翌年度

償還予定額

（２） 332,8916,7権債 （２） 054,7896,2他のそ

未収金・貸付金など
未払金のうち翌年度支

払予定額など

（３） 911,10券証価有 （１） 139,221578,801債公

（４） 477,22920,91等資投
公債残高のうち翌々年

度以降償還予定額

）２（どな金基・金資出 退職給付引当金 18,328 18,543

（１） 事業用資産 154,605 177,162 （３） 770,33820,4他のそ

庁舎、保育所、学校、福

祉施設など

未払金のうち翌々年度

以降支払予定額など

（２） 065,491823,541830,764599,014産資ラフンイ

道路、公園、上下水道な

ど

（３） 20産資他のそ

繰延資産など

600 ,819 692 ,696 600 ,819 692 ,696

194,554計合産資純 498,136

資産合計

２
非
金

融
資
産

２
非
流

動
負
債

負債および純資産合計

負債合計

純資産の部（現在までの世代が負担した金額）

資産の部（これまで積み上げてきた資産） 負債の部（将来の世代が負担する金額）

１
流
動

負
債

１
金
融

資
産

① 市民１人あたりの資産と負債

市の資産と負債の状況（連結ベース）

② 道路や公園など、今までの世代で負担が済んでいるもの

③ 純資産比率は

資 産 負 債 負債の割合

平成２６年度 　　 ２０７万円 ５８万１千円 （２８．１％）

平成２５年度 ２０５万２千円 ５４万４千円 （２６．５％）

負債

58万１千円

71.9%

77.3%
連結ベースで平成２５年度は７９．３％、平成２６年度は７７．３％となります。

道路や公園など社会資本に対する、現在までの世代の負担割合（社会資本形成の世代間比

率）[ 純資産／(事業用資産＋インフラ資産)]を計算すると、越谷市は約８割となります。平成２５

年度より２．０ポイント減少していますが、８割弱を現在までの世代で負担している状況にあり、将

来への負担を抑え負担を先送りしないよう、健全な財政運営に努めています。

連結ベースで平成２５年度は７３．５％、平成２６年度は７１．９％となります。

市が持つ資産のうち負債を差し引いた正味の財産の割合を示す純資産比率[ 純資産合計／

資産合計]を計算すると、越谷市は約７割となります。平成２５年度より、１．６ポイント減少してい

ます。
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越谷市単体 連結 越谷市単体 連結

期首資金残高 10 ,366 17 ,085 443 ,945 501,766

036,3 △645,11高動変期当717 △597,1 △支収期当

（１） （１） 純経常行政コスト △ 114,239 △ 137,126

人件費支出、税収入、

国庫補助金など
経常費用－経常収益

（２） 資本的収支 △ 11,156 △ 14,799

経常的収支 　　13,957                20,820

（２） 財源調達 137,192 172,967

公共資産整備支出、固

定資産売却収入など
市税、国県補助金など

（３） 財務的収支 △ 4,596 △ 6,738 （３） その他 △ 11,407 △ 39,471

元利償還金支出、市債

発行収入など

道路等の資産形成に充

てられた財源

8 ,571 16 ,368 455 ,491 498,136期末資金残高 期末純資産残高

期首純資産残高

市の純資産（資産から負債を引いた残り）が平成26年度中にどの

ように増減したかを明らかにするものです。総額としての純資産の

変動に加え、それがどのような財源や要因で増減したのかを示して

います。（表示単位：百万円）

資金収支計算書 (キャッシュフロー計算書) 純資産変動計算書
現金の流れを示すものです。その収支を性質に応じて、区分して

表示することで、市がどのような活動に資金を必要としているのかを

示しています。（表示単位：百万円）

1年間でどれだけ変わった？
（貸借対照表 連結ベース）

（　）は越谷市の市民１人あたりの額

資 産
6,828.9億円
（205.2万円）

平成２５年度

負 債
1,811.3億円
（54.4万円）

純資産
5,017.7億円
（150.8万円）

平成２６年度

資 産
6,927.0億円
（207.0万円）

負 債
1,945.6億円

（58.1万円）

純資産
4,981.4億円
（148.8万円）

越谷市単体 連結

132 ,888 171 ,240

１ 人にかかるコスト 23,330 24,700

　 

２ 物にかかるコスト 11,075 19,327

３ 業務にかかるコスト 61,023 64,043

　 

４ 移転支出的なコスト 37,459  63,170

　 

18 ,649 34 ,114

411,43946,81等料数手・料用使

114 ,239 137 ,126

行政コスト計算書

純経常行政コスト（経常費用－
経常収益）

市の経常的な活動に伴うコストと使用料・手数料等の収入を示すも

のです。従来の官庁会計では捕捉できなかった減価償却費など非現

金コストについても計上しています。経常費用合計から経常収益合計

を差し引いたものが当該年度の純経常行政コストとなります。（表示

単位：百万円）

経常費用

経常収益

人件費、退職手当引当金繰入

など

物件費、減価償却費、維持補

修費など

委託料、公債費（利子分）など

社会保障給付、補助金等移転

支出など

●財政状況を単体ベース連結ベースで公表

26年度は25年度に比べ、資産及び負債に
おいて増加していることがわかります。比率で
見ると、資産に占める負債の割合で＋1.6ポイ
ント、資産に占める純資産の割合で△1.6ポイ
ントとなっています。これは主に、26年度から
公営企業会計の会計基準が見直されたこと
によるものです。

○
越
谷
市
単
体…

一
般
会
計
、
公
共
用
地
先
行
取
得
特
別
会
計
、
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
、
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
、
介
護
保
険
特
別
会
計
、
東
越
谷
土
地
区
画
整
理
特
別
会
計
、
七
左
第
一
土
地
区
画
整
理
特
別
会
計
、
西
大
袋
土
地
区
画
整

理
特
別
会
計
、
公
共
下
水
道
特
別
会
計
、
病
院
事
業
会
計
。※

越
谷
駅
東
口
駐
車
場
特
別
会
計
は
平
成
25
年
度
末
廃
止
。

○
連
結…

越
谷
市
単
体
に
越
谷
市
土
地
開
発
公
社
、
越
谷
市
施
設
管
理
公
社
、
越
谷
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
プ
ラ
ザ(

株)

、(

株)

埼
玉
県
東
部
流
通
セ
ン
タ
ー
、
越
谷
・
松
伏
水
道
企
業
団
、
東
埼
玉
資
源
環
境
組
合
、
埼
玉
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合
、
埼
玉
県

都
市
競
艇
組
合
、
彩
の
国
さ
い
た
ま
人
づ
く
り
広
域
連
合
、
埼
玉
県
後
期
高
齢
者
広
域
連
合
を
加
え
る
。

越谷市は、市民の皆さんに市の財政状況をより理解してい

ただくため、国が推奨する「新地方公会計制度 基準モデル」

に基づいて、市や土地開発公社、第三セクターなどの関連団

体も含めた連結ベースで４つの財務書類を作成しました。基

準モデルでは、資産評価において原則公正価値に基づく評価

を行うなど、より実態に合った資産・債務情報を把握すること

ができるといえます。
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